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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第88期
第２四半期
連結累計期間

第89期
第２四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自 平成28年４月１日

至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日

至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日

売上高 （百万円） 36,081 38,114 74,371

経常利益 （百万円） 1,332 1,852 3,466

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（百万円） 897 1,279 2,385

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △685 1,922 2,386

純資産額 （百万円） 41,181 45,713 43,987

総資産額 （百万円） 56,429 62,478 60,214

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

（円） 47.37 67.53 125.85

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 71.9 71.8 71.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,407 659 3,944

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 378 △1,136 △41

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,032 △221 △1,716

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（百万円） 14,294 14,729 15,319
 

　

回次
第88期
第２四半期
連結会計期間

第89期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日

至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日

至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 28.30 29.03
 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の安定により消費が下支えされ、設備投資も

堅調に推移し企業業績は好調を維持しています。米国経済は緩やかに拡大し、中国経済も底堅さを保ち世界景気は

好調を維持し、円相場は安定し輸出も堅調に推移し、緩やかな景気拡大が続いています。

このような環境のもと当社グループは、市場や顧客の動向に対応するため、海外においては、各地域で広域に拠

点連携する営業体制に移行し、国内の営業体制においては産業機器営業本部と広域営業本部を統合、自動車営業本

部内で営業部と製造部に分離し、注力市場分野・主要顧客に対する深耕等、グローカル（グローバル＆ローカル）

に事業を推進し、国内外で情報通信関連、自動車関連、電機・電子関連、住建・住設関連、その他の地域営業等の

各分野への積極的な増拡販活動に取り組んでまいりました。

こうした状況の中、東アジアにおいてスマートフォン向け関連部品の新規受注や半導体製造装置、工作機械市場

での受注が増加したこと等により、当第２四半期連結累計期間の売上高は38,114百万円と前年同四半期比2,032百万

円の増収となりました。営業利益は1,737百万円と前年同四半期比483百万円の増益、経常利益は1,852百万円と前年

同四半期比520百万円の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,279百万円と前年同四半期比381百万円の増益

となりました。

 
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 
なお、第１四半期連結会計期間より、グローカル（グローバル＆ローカル）な営業対応力の一層の拡充を図るた

め「産業機器関連事業」と「その他の地域営業等」を統合し、報告セグメントの区分方法を変更しております。

これに伴い、以下に記載のセグメント業績の前年同四半期比は、変更後のセグメント区分で組み替えた前年同四

半期実績を基に算出しております。

詳細は「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）[セグメント情報]」の

「２.　報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。
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①情報通信関連事業

情報通信関連事業では、東アジアにおいてスマートフォン関連部品の販売が増加し、全体として売上高は3,614百

万円と前年同四半期比502百万円（16.1％）の増収となりました。営業利益は増収及び経費削減効果により194百万

円と前年同四半期比149百万円（330.8％）の増益となりました。

②自動車関連事業

自動車関連事業では、日本及び東アジアの連結子会社において販売が好調に増加し、全体として売上高は12,996

百万円と前年同四半期比924百万円（7.7％）の増収となりました。営業利益は経費増により870百万円と前年同四半

期比87百万円（9.1％）の減益となりました。

③電機・電子関連事業

電機・電子関連事業では、日本においては工作機械向け制御盤等の生産増等に伴う部品の受注、ＥＶ関連の試作

受注が増加し、中国においては空調機器関連部品の販売が好調を持続したものの、東南アジアにおいては冷夏によ

る空調機器関連部品の販売が低迷、東アジアにおいてはノートパソコン用部品の販売が減少し、全体として売上高

は8,267百万円と前年同四半期比88百万円（1.1％）の減収となりました。営業利益は経費削減効果等により385百万

円と前年同四半期比65百万円（20.6％）の増益となりました。

④住建・住設関連事業

住建・住設関連事業では、一部住宅関連向けの受注の回復があったものの、北米及び日本において太陽光関連部

品の販売が減少し、全体として売上高は5,086百万円と前年同四半期比144百万円（2.8％）の減収となりました。営

業損失は69百万円（前年同四半期は105百万円の営業損失）となりました。

⑤その他の地域営業等

その他の地域営業等では、半導体製造装置、工作機械等の生産需要増加に伴い、全体として売上高は8,148百万円

と前年同四半期比838百万円（11.5％）の増収となりました。営業利益は増収により268百万円と前年同四半期比191

百万円（248.4％）の増益となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、14,729百万円となりま

した。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果得られた資金は659百万円（前年同四半期連結累計期間は

2,407百万円の収入）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益1,852百万円の計上（前年同四半

期連結累計期間は1,473百万円の利益）、売上債権465百万円の増加（前年同四半期連結累計期間は487百万円の

減少）、たな卸資産692百万円の増加（前年同四半期連結累計期間は339百万円の減少）等があったことによる

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果使用した資金は1,136百万円（前年同四半期連結累計期間

は378百万円の収入）となりました。これは主に、定期預金の預入による支出578百万円、また有形固定資産の

取得による支出341百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果使用した資金は221百万円（前年同四半期連結累計期間は

1,032百万円の支出）となりました。これは主に、配当金の支払187百万円（前年同四半期連結累計期間は189百

万円の支払）があったことによるものであります。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動

　　　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 
②  【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,036,400 20,036,400
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株
であります。

計 20,036,400 20,036,400 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

― 20,036 ― 5,001 ― 5,137
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(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友電気工業㈱ 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33号 6,760 33.74

テクノアソシエ共栄会 大阪府大阪市西区土佐堀３丁目３番17号 1,769 8.83

JP MORGAN CHASE BANK 380684
25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,　
E14 5JP, UNITED KINGDOM

1,472 7.35

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 699 3.49

テクノアソシエ従業員持株会 大阪府大阪市西区土佐堀３丁目３番17号 411 2.05

BBH BOSTON FOR NOMURA JAPAN SMALLER
CAPITALIZATION FUND 620065

180 MAIDEN LANE, NEW YORK, NEW YORK　
10038 U.S.A.

403 2.01

㈱ＵＡＣＪ 東京都千代田区大手町１丁目７番２号 308 1.54

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A.
380578

EUROPEAN BANK AND BUSINESS CENTER 6,
ROUTE DE TREVES, L-2633 SENNINGERBERG,
LUXEMBOURG

292 1.46

興津商事㈱ 静岡県静岡市清水区興津清見寺町138番地 291 1.45

日本トレクス㈱ 愛知県豊川市伊奈町南山新田350番地 276 1.38

計 ― 12,682 63.30
 

(注)１．上記株主のうち、テクノアソシエ共栄会は当社と取引関係にある企業による持株会であります。なお、テクノ

アソシエ共栄会の所有株式数のうち、大洋産業㈱の持分株数19千株は相互保有株式に該当し、議決権が制限さ

れております。

２．自己株式の所有株式数は1,079千株であり、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は5.39％であります。

３．シュローダー・インベストメント・マネジメント㈱及びその共同保有者であるシュローダー・インベストメン

ト・マネージメント・リミテッドから平成27年４月２日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書により

平成27年３月26日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会

計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

シュローダー・インベストメン
ト・マネジメント㈱

東京都千代田区丸の内１丁目８番３号 1,151 5.75

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・リミテッド

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャム・
ストリート３１

1,493 7.45
 

EDINET提出書類

株式会社テクノアソシエ(E02696)

四半期報告書

 7/23



 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
― ―

普通株式 1,079,300
(相互保有株式)

― ―
普通株式 19,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,927,200 189,272 ―

単元未満株式 普通株式 10,700 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  20,036,400 ― ―

総株主の議決権 ― 189,272 ―
 

(注) １．「単元未満株式」欄の普通株式には、自己保有株式44株が含まれております。

２．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数21個が含まれております。

 
② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)
㈱テクノアソシエ

大阪府大阪市西区
土佐堀３丁目３番17号

1,079,300 ― 1,079,300 5.39

(相互保有株式)
大洋産業㈱

神奈川県横浜市港北区
新横浜３丁目２番６号

― 19,200 19,200 0.10

計 ― 1,079,300 19,200 1,098,500 5.48
 

(注) 他人名義所有株式数には、テクノアソシエ共栄会（大阪市西区）の所有株式数のうち大洋産業㈱の持分株数を記載

しております。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役専務取締役
人事総務部、貿易管理室、貿易部、東
京事務所、鋲螺事業推進部、化成品事
業推進部所管

代表取締役専務取締役
人事総務部、貿易管理室、経営企画
室、東京事務所、鋲螺事業推進部、化
成品事業推進部所管
 

伊藤 准 平成29年６月16日

専務取締役
自動車営業本部、開発推進部、物流
部、品質・環境管理部所管

専務取締役
自動車営業本部、開発推進部、品質・
環境管理部所管

森谷 守 平成29年６月16日

常務取締役　常務執行役員
経理部、財務部、情報システム部所管
財務部長、経営企画室長
 

常務取締役 常務執行役員
経理部、財務部所管
財務部長、経営企画室長

中島 克彦 平成29年６月16日

代表取締役専務取締役　専務執行役員
情報通信営業本部、自動車営業本部、
電機・電子営業本部、住建・住設営業
本部、広域営業本部所管
情報通信営業本部長
科友(香港)有限公司 会長
台湾科友貿易(股)有限公司 董事長
科友貿易(大連保税区)有限公司 董事長
テクノアソシエ・ベトナム・カンパ
ニー・リミテッド 会長

代表取締役専務取締役　専務執行役員
情報通信営業本部、自動車営業本部、
電機・電子営業本部、住建・住設営業
本部、広域営業本部所管
情報通信営業本部長
科友(香港)有限公司 会長
台湾科友貿易(股)有限公司 董事長

高安　宏明 平成29年８月１日

取締役　常務執行役員
自動車営業本部所管
自動車営業本部長
科友貿易(広州)有限公司 董事長
日星金属制品(上海)有限公司 董事長
嘉善科友盛科技有限公司 董事長

取締役　常務執行役員
自動車営業本部所管
自動車営業本部長、第三営業部長
科友貿易(広州)有限公司 董事長
科友貿易(上海)有限公司 董事長
日星金属制品(上海)有限公司 董事長
嘉善科友盛科技有限公司 董事長

永江　信久

平成29年７月１日

取締役　常務執行役員
自動車営業本部所管
自動車営業本部長
科友貿易(広州)有限公司 董事長

取締役　常務執行役員
自動車営業本部所管
自動車営業本部長
科友貿易(広州)有限公司 董事長
日星金属制品(上海)有限公司 董事長
嘉善科友盛科技有限公司 董事長

平成29年８月１日

 

　

(2) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性12名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,790 15,231

  受取手形及び売掛金 ※２  19,822 ※２  20,077

  電子記録債権 ※２  3,815 ※２  4,166

  商品及び製品 6,421 7,216

  仕掛品 425 431

  原材料及び貯蔵品 119 136

  その他 1,021 1,260

  貸倒引当金 △24 △22

  流動資産合計 47,391 48,499

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 4,518 4,377

   土地 3,691 3,692

   建設仮勘定 13 163

   その他（純額） 1,533 1,602

   有形固定資産合計 9,756 9,835

  無形固定資産 342 318

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,094 2,537

   その他 656 1,312

   貸倒引当金 △26 △24

   投資その他の資産合計 2,723 3,825

  固定資産合計 12,823 13,979

 資産合計 60,214 62,478

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※２  11,953 ※２  12,187

  短期借入金 830 830

  未払法人税等 257 397

  賞与引当金 637 686

  その他 1,342 1,380

  流動負債合計 15,021 15,481

 固定負債   

  長期借入金 500 500

  役員退職慰労引当金 142 125

  退職給付に係る負債 26 30

  資産除去債務 189 194

  その他 348 433

  固定負債合計 1,206 1,283

 負債合計 16,227 16,765
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,001 5,001

  資本剰余金 5,128 5,128

  利益剰余金 32,576 33,667

  自己株式 △891 △891

  株主資本合計 41,815 42,905

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 755 940

  繰延ヘッジ損益 △1 △1

  為替換算調整勘定 553 920

  退職給付に係る調整累計額 94 88

  その他の包括利益累計額合計 1,402 1,947

 非支配株主持分 769 860

 純資産合計 43,987 45,713

負債純資産合計 60,214 62,478
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 36,081 38,114

売上原価 27,921 29,410

売上総利益 8,160 8,703

販売費及び一般管理費 ※１  6,905 ※１  6,965

営業利益 1,254 1,737

営業外収益   

 受取利息 12 20

 受取配当金 20 19

 仕入割引 30 29

 受取賃貸料 31 28

 その他 50 51

 営業外収益合計 145 149

営業外費用   

 支払利息 7 4

 売上割引 6 5

 為替差損 34 12

 その他 20 13

 営業外費用合計 68 35

経常利益 1,332 1,852

特別利益   

 固定資産売却益 140 －

 特別利益合計 140 －

税金等調整前四半期純利益 1,473 1,852

法人税等 517 506

四半期純利益 955 1,346

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 897 1,279

非支配株主に帰属する四半期純利益 58 66

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △4 184

 繰延ヘッジ損益 △0 0

 為替換算調整勘定 △1,600 396

 退職給付に係る調整額 △6 △5

 持分法適用会社に対する持分相当額 △28 1

 その他の包括利益合計 △1,640 576

四半期包括利益 △685 1,922

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △685 1,824

 非支配株主に係る四半期包括利益 0 97
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,473 1,852

 減価償却費 400 394

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △4

 賞与引当金の増減額（△は減少） 86 46

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △91 △94

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △33 △16

 持分法による投資損益（△は益） △14 △22

 固定資産売却損益（△は益） △140 －

 受取利息及び受取配当金 △33 △39

 支払利息 7 4

 為替差損益（△は益） 13 △0

 売上債権の増減額（△は増加） 487 △465

 たな卸資産の増減額（△は増加） 339 △692

 仕入債務の増減額（△は減少） 294 173

 その他 △20 △155

 小計 2,765 981

 利息及び配当金の受取額 49 54

 利息の支払額 △7 △4

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △401 △371

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,407 659

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 － △578

 定期預金の払戻による収入 323 9

 投資有価証券の取得による支出 △3 △172

 有形固定資産の取得による支出 △130 △341

 有形固定資産の売却による収入 226 1

 無形固定資産の取得による支出 △48 △38

 貸付けによる支出 △3 △2

 貸付金の回収による収入 8 38

 その他 5 △54

 投資活動によるキャッシュ・フロー 378 △1,136
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △811 －

 リース債務の返済による支出 △25 △27

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △189 △187

 非支配株主への配当金の支払額 △6 △6

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,032 △221

現金及び現金同等物に係る換算差額 △713 107

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,040 △590

現金及び現金同等物の期首残高 13,254 15,319

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  14,294 ※１  14,729
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【注記事項】

　　（継続企業の前提に関する事項）

　　　該当事項はありません。

 
　　（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　　　該当事項はありません。

 

　　（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第２四半期連結累計期間
(自  平成29年４月１日  至  平成29年９月30日)

（税金費用の計算）　

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

 
 

 
　　（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 28百万円 33百万円
 

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形 －百万円 130百万円

電子記録債権 －百万円 40百万円

支払手形 －百万円 2百万円
 

 
　　（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年９月30日)

運賃及び荷造費 924百万円 890百万円

給与及び手当 2,594百万円 2,621百万円

賞与引当金繰入額 621百万円 630百万円
 

 

　　（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年９月30日)

現金及び預金 14,343百万円 15,231百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △48百万円 △502百万円

現金及び現金同等物  14,294百万円 14,729百万円
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　　（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日
定時株主総会

普通株式 189 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月28日
取締役会

普通株式 265 14.00 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金
 

(注) １株当たり配当額には、創立70周年記念配当4.00円が含まれております。　

 
３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月16日
定時株主総会

普通株式 189 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月19日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月27日
取締役会

普通株式 227 12.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金
 

 
３．株主資本の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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　　（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
(注)２

情報通信
関連事業

自動車
関連事業

電機・電子
関連事業

住建・住設
関連事業

その他の
地域営業等

合計

売上高         

外部顧客への売上高 3,112 12,071 8,356 5,231 7,310 36,081 － 36,081

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 4 0 0 531 535 △535 －

計 3,112 12,075 8,356 5,231 7,841 36,617 △535 36,081

セグメント利益又は
損失（△）

45 957 319 △105 77 1,293 △38 1,254
 

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△38百万円は、各報告セグメントへの本社費用の配賦差額です。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
(注)２

情報通信
関連事業

自動車
関連事業

電機・電子
関連事業

住建・住設
関連事業

その他の
地域営業等

合計

売上高         

外部顧客への売上高 3,614 12,996 8,267 5,086 8,148 38,114 － 38,114

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 2 0 － 594 597 △597 －

計 3,614 12,999 8,267 5,086 8,743 38,711 △597 38,114

セグメント利益又は
損失（△）

194 870 385 △69 268 1,649 88 1,737
 

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額88百万円は、各報告セグメントへの本社費用の配賦差額です。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　　（セグメント区分の変更）

　第１四半期連結会計期間より、グローカル（グローバル＆ローカル）な営業対応力の一層の拡充を図るため「産

業機器関連事業」と「その他の地域営業等」を統合し、報告セグメントの区分方法を変更しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成しております。

 
　　（事業セグメントの利益又は損失の測定方法の変更）

　第１四半期連結会計期間より、報告セグメント別の経営成績をより適切に反映させるため、一部の海外子会社に

係る費用の配賦方法を各セグメントの事業実態に合った合理的な配賦基準に基づき配賦する方法に変更しておりま

す。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の利益又は損失の測定方法により作成し

ております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。
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　　（金融商品関係）

　　　　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 
　　（有価証券関係）

　　　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 
　　（デリバティブ取引関係）

　　　　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。
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　　（１株当たり情報）

　　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成28年４月１日
  至  平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成29年４月１日
  至  平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 47円37銭 67円53銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 897 1,279

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

897 1,279

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,951 18,950
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
　　（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

 
２ 【その他】

第89期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)中間配当について、平成29年10月27日開催の取締役会におい

て、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 　　　227百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　 12円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　 平成29年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月８日

株式会社テクノアソシエ

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   谷　       尋   史   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   葛   西   秀   彦   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テクノ

アソシエの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日

から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テクノアソシエ及び連結子会社の平成29年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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